
非常時における事業者間ローミング等に関する検討会 開催要綱 

 

１．目 的 

携帯電話サービスは、国民生活や経済活動に不可欠なライフラインであり、自然災害

や通信障害等の非常時においても、携帯電話利用者が臨時的に他の事業者のネットワー

クを利用する「事業者間ローミング」等により、継続的に通信サービスを利用できる環

境を整備することが課題である。 

特に緊急通報については、約６割が携帯電話による発信となっており、非常時におい

ても確実に緊急通報受理機関に通報できる仕組みの検討が急務である。 

本検討会は、非常時における通信手段の確保に向けて、携帯電話の事業者間ローミン

グを始め、Wi-Fiの活用などの幅広い方策について検討を行う。  

 

２．名 称 本検討会は、「非常時における事業者間ローミング等に関する検討会」と称する。 

 

３．検討事項  

(1) 事業者間ローミングの対象とする通信の範囲（緊急通報、一般の通話、データ通信） 

(2) 事業者間ローミングを発動する要件（災害、通信事故、その他）と運用ルールの在り方 

(3) Wi-Fiの活用など事業者間ローミング以外の非常時の通信手段の在り方 

(4) その他 

 

４．スケジュール 本検討会は令和４年９月から開催する。 

 

５．構成員 別紙のとおり。 

 

６．運 営  

(1) 本検討会は総合通信基盤局長の会議とする｡ 

(2) 本検討会に座長及び座長代理を置く｡ 

(3) 座長は、本検討会を運営する｡ 

(4) 座長代理は、座長を補佐し、座長不在のときは、その職務を代行する｡ 

(5) 座長は、必要に応じ、構成員以外の関係者に出席を求めることができる｡ 

(6) 座長は、必要に応じ、本検討会の下にワーキンググループを開催することができる。 

(7) ワーキンググループの主査は、座長が指名する。 

(8) その他、本検討会の運営に関し必要な事項は､座長が定める｡ 

(9) 本検討会は、原則として公開する。ただし、公開することにより当事者又は第三者

の権利・利益を害するおそれや、構成員間の率直な意見の交換が損なわれるおそれが

あると座長が認める場合その他座長が必要と認める場合には、非公開とする｡ 

(10) 本検討会で配布した資料については、原則として総務省ホームページに掲載し、公

開する。ただし、公開することにより当事者又は第三者の権利・利益を害するおそれ

があると座長が認める場合その他座長が必要と認める場合には、非公開とする｡ 

(11) 本検討会は、会合終了後に原則として議事要旨を作成し、総務省ホームページに掲

載し、公開する。 

(12) 本検討会の庶務は、総合通信基盤局電気通信事業部電気通信技術システム課が行う｡ 

資料１―１ 



別紙 

非常時の事業者間ローミング等の実現に向けた検討会 構成員 

 

＜構成員＞ （敬称略、五十音順） 

（座長） 相田 仁 東京大学 大学院 工学系研究科 教授 

 飯塚 留美 一般財団法人マルチメディア振興センター 

ICTリサーチ＆コンサルティング部 

シニア・リサーチディレクター 

 臼田 裕一郎 国立研究開発法人防災科学技術研究所 

総合防災情報センター長 

 内田 真人 早稲田大学 理工学術院 教授 

 加藤 玲子 独立行政法人国民生活センター 

相談情報部相談第２課 課長 

 北 俊一 株式会社野村総合研究所 パートナー 

 クロサカタツヤ 株式会社企 代表取締役 

 関口 博正 神奈川大学 経営学部 教授 

 西村 真由美 公益社団法人全国消費生活相談員協会 IT研究会 代表 
 長谷川 剛 東北大学 電気通信研究所 教授 
 藤井 威生 電気通信大学 

先端ワイヤレス・コミュニケーション研究センター 教授 
 堀越 功 株式会社日経 BP 日経クロステック先端技術副編集長 
（座長代理） 森川 博之 東京大学 大学院 工学系研究科 教授 

 矢守 恭子 朝日大学 経営学部 経営学科 教授 

 

＜関係事業者＞ （敬称略、五十音順） 

 鴻池 庸一郎 楽天モバイル株式会社 執行役員 オペレーション本部長 

 後藤 堅一 日本通信株式会社 執行役員 
 小林 宏 株式会社 NTTドコモ 常務執行役員 ネットワーク本部長 

 佐々木 太志 株式会社インターネットイニシアティブ 

MVNO事業部 事業統括部 担当部長（戦略・渉外） 

 関和 智弘 ソフトバンク株式会社 常務執行役員 兼 CNO 
 前田 大輔 KDDI株式会社 執行役員 技術統括本部 技術戦略本部長 
 

＜オブザーバ＞ 

（関係府省） 内閣官房国家安全保障局、内閣官房副長官補（事態対処・危機管理担当）付、

内閣府政策統括官（防災担当）付、警察庁、消防庁、海上保安庁 
（関係団体） 一般社団法人電気通信事業者協会、一般社団法人電波産業会、一般社団法人

情報通信ネットワーク産業協会、一般財団法人電気通信端末機器審査協会

（JATE） 
 


